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教室ではメディアが現在直面する諸問題について「メディアと市民の信
頼関係」を切り口として社会の出来事を教材にして学んでいる。今回はメ
ディアが取材するに当たって基本原則とする「取材源の秘匿、平たく言え
ば記事の取材相手先を明らかにしないこと」について述べたい。取材源の
秘匿をめぐる最近の事例を挙げると２００５年アメリカで「CIA工作員身元漏
洩事件」が発生しこれを報じた記者が取材源の開示を拒んだため司法当局
によって収監される事態に到った。この事件は日本においても大きく報道
されたため読者の記憶に新しいのではないだろうか。一方日本では２００６年
に奈良県で当時１７歳の高校生が自宅に放火して家族３人を焼死させる事件
が発生したが、この少年の供述調書が漏洩し出版本に掲載された。著者は
「取材源の秘匿」を盾に調書の出元を明らかにすることを拒否したが２００７
年１０月この高校生の精神鑑定をした医師が刑法の秘密漏示の疑いで逮捕さ
れた。本文ではこの「取材源の秘匿」をテーマに「昭和４７年の外務省機密
漏洩事件」次いで「昭和２４年長野県で起きた新聞記者の証言拒否事件」を
取り上げメディアにとって取材上の基本原則である「取材源の秘匿」をメ
ディア自身がないがしろにしてしまったケース、これとは逆に秘匿を貫き
通し「宣誓証言拒否罪」に問われたケースの二つの事例について、なぜメ
ディアがこの原則にこだわるのか考えてみたい。またこの二つの事件にお
ける「取材の自由」に対する最高裁判所の判断の変化についても合わせて
― ２４５ ―
紹介したい。
１、外務省機密漏洩事件
■序論・問題提起
昭和４７年に起きた「外務省機密漏洩事件」は日米沖縄返還交渉の過程で
極秘文章のコピーが外務省から無断で持ち出され国会の予算委員会の場で
国民の知る処となった事件である。極秘の電文を無断でコピーし新聞記者
に渡した外務省の女性事務官が国家公務員法の「守秘義務」違反に、また
コピーの交付を女性事務官に依頼し受け取った新聞記者が国家公務員法の
「秘密漏洩そそのかし」の罪に問われた。この事件は「国民の知る権利とこ
れに仕える記者の取材の自由」一方では「国家秘密についての国家公務員
の守秘義務」といった二つの対立拮抗する価値観の優劣、平易に言えば
「記者の取材活動が国家の秘密に対しどこまで迫れるか」といった問題に
初めて司法判断が下されるケースとして注目を集めた。そうしたメディア
や法曹界が注目する憲法判断に隠れてこの事件は「取材源の秘匿」及び
「取材物の目的外使用は許されない、すなわち取材したメモの内容や撮影
したビデオテープを報道目的以外に使用してはいけない」といったメディ
ア側にとっての基本的な取材上の原則をメディア自らないがしろにした結
果、メディア自身がこの二つの問題「取材源の秘匿」と「取材物の目的外
使用」を倫理観、モラルの欠如の問題に埋没させてしまって後世にその検
証とか反省を伝えなかった印象を否めない。極秘電文漏洩の犯人は電文の
コピーから外務省の審議官の下で勤務する女性事務官であることが容易に
判明し、「取材物の目的外使用」は記者からこの女性事務官が「文章は私だ
けが持って参考にするだけ」と懇願されて渡したにもかかわらず「社会党
国会議員がそのコピーを手に政府を追及した」こと自体が目的外使用の事
実を証明している。メディアとしては、もしこの電文がスクープとして新
聞紙面に掲載され、そしてそうであったなら機密漏洩事件において「取材
源の秘匿が法廷の場に持ち込まれ記者が取材源を明らかにしない」ことは
― ２４６ ―
刑事訴訟法第１６１条にいう「宣誓証言拒否罪」に該当するのか又証言を拒否
する権利は刑事訴訟第１４９条に列挙される医師、歯科医師などに制限され
記者はこれに含まれないのかといった問題にも突っ込んだ議論が期待でき
たのかもしれない。
＊刑事訴訟法第１６１条・宣誓証言拒否罪――正当な理由がなく宣誓又は証
言を拒んだ者は１０万円以下の罰金又は拘留に処する。――
＊刑事訴訟法第１４９条・証言拒絶権――医師、歯科医師、助産婦、弁護士、
弁理士、公証人、宗教の職に在る者又はこれらの職に在った者は、業務
上委託を受けたため知り得た事実で他人の秘密に関するものについては
証言を拒むことができる。
しかし取材源が容易に判ってしまったこと、資料が報道目的に使われな
かったことでメディアとしては「取材協力者に対しての配慮が欠如してい
た」といったうしろめたさが残った。本来、司法機関と対向的であるこの
問題についてメディア側自らの失点にもはや論議の余地がなかった。前述
のようにメディアには「取材源は秘密にしなければならない」「取材物の
目的外使用はいけない」という基本原則があるがメディアの主張する「取
材の自由」ひいては「国民の知る権利」が保障されるために「取材源の秘
匿」はなぜ必要不可欠なのか、「取材源の秘匿・取材物の目的外使用禁止」
は「公共の福祉」例えば後述の「司法の円滑な執行」などと法的価値の優
劣を「比較衡量」されるべきものなのか、メディアと司法判断の間には温
度差がある。本文では。外交交渉の舞台裏で起きた事件を振り返って「取
材の自由」と「国家公務員の守秘義務」という対立拮抗した価値観に最高
裁判所が憲法２１条「表現の自由・国民の知る権利」と「国家公務員法の守
秘義務」をもとに「新聞記者の取材活動がどこまで認められるか。」といっ
たこの事件におけるオーソドックスな論議にどのような判断を下したのか
についてまず整理し続いて「取材源の秘匿」ができず「取材物の目的外使
用」が行なわれた場合いかに取材協力者がダメージを被り結果「メディア
と市民の信頼関係」を損なうのかについて考えてみたい。
― ２４７ ―
■本論
（１）事件の概要―――昭和２０年８月１５日、日本はアメリカを始めとする連
合国によるポツダム宣言を無条件で受諾し太平洋戦争は終結した。沖縄は
大戦末期に日本とアメリカによって死闘が繰り広げられ一般の市民を含め
て多くの命が奪われるという悲劇に見舞われた。そしてその後長い間アメ
リカの占領統治下に置かれた。昭和４０年代に入って日本とアメリカの間で
施政権返還交渉が始まり沖縄は昭和４７年５月１５日、日米沖縄返還協定の締
結により日本に復帰した。この協定を締結するにあたりアメリカは沖縄に
ある軍用地の自由使用を要求したがその際一部の軍用地は日本側地主に返
還されることが決まった。返還に際し「現状回復義務は国際法上アメリカ
にあるにもかかわらずその費用４００万ドルを日本側が肩代わりする」こと
が秘密裏に決まった。これがいわゆる「沖縄密約」と言われるものであ
る。全国紙Mの政治記者Aは政府の発表に疑問を抱き外交交渉が大詰を迎
えた昭和４７年に外務省審議官付きの女性事務官から交渉についての極秘電
文のコピーを譲り受けて当時の社会党議員に渡した。社会党議員が衆議院
予算委員会でこの資料に基づき「密約」を追求し国民の知るところとなっ
て国会は紛糾した。ただ当時の外務大臣や外務省高官は密約の存在を否定
し平成１９年１０月現在においても存在の有無につきコメントはないが平成１２
年には米国務省文章が平成１４年にも米公文書が見つかった。女性事務官と
記者は逮捕された。
（２）密約の発覚から起訴さらに裁判の流れ
①発覚
国会の場での電文の公表を伝えるメディア
引用 朝日新聞昭和４７年３月２８日―――見出し・沖縄軍用地補償費で米と
密約・支払いを肩代わり・極秘公電を示して社会党、政府を追及――二十
七日の衆院予算委員会で社会党議員が、沖縄の復帰にともない米国が軍用
地地主に支払う復元補償費（地主側の要求は約四百万ドル）の問題を取り
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上げ、外務省の極秘電文を材料に「米国が支払うといっても、その実、政
府が米国にその費用を支払うことになっている。政府は米国との間に密約
を交している。」―――と政府を追及した。
②逮捕、起訴
外務省の告発を受けて警視庁は女性事務官と新聞記者を逮捕し送検し
た。
容疑は次のようであった。
外務省の女性事務官は国家公務員法第１００条第１項違反（国家公務員の
守秘義務違反）
＊国家公務員法第１００条第Ⅰ項――職員は、職務上知ることのできた秘密
を漏らしてはならない。その職を退いた後といえども同様とする。
新聞記者は国家公務員法第１１１条違反（秘密漏洩をそそのかした罪）
＊国家公務員法第１１１条 ～条文前半省略～行為を企て、命じ、故意にこれ
を容認し、そそのかし又はその幇助をした者は、それぞれ本条の刑に処
する。
このうち記者の行為は「そそのかし」に当たるとされた。
③裁判
裁判では一審の東京地方裁判所が新聞記者に無罪判決を、二審の東京高
等裁判所は有罪判決を言い渡し続く最高裁判所においても記者の上告が棄
却され有罪が確定した。以下最高裁判所の判示を中心にメディア活動に対
する司法判断を追ってみた。
一審 東京地方裁判所判決 昭和４９年１月３１日
交渉議事録が記載された電文コピーを記者に渡し国家公務員法の守秘義
務違反に問われた女性事務官は懲役６月執行猶予１年の有罪判決を受けた
が控訴はせず有罪が確定した。
― ２４９ ―
新聞記者 Aの取材に対しては取材方法に問題はあるとしながらも「国民
の知る権利」に応える「記者の取材の正当性」とこの「返還交渉における
秘密保持の必要性」とを比較衡量して記者が行なった取材は記者として刑
法上の「正当業務行為」にあたり違法性を欠くものと判断して無罪判決を
言い渡した。国側は判決を不服として控訴した。
二審 東京高等裁判所判決 昭和５１年７月２０日
「取材の自由」は憲法２１条「表現の自由」によって尊重されるべき権利
であるが今回の新聞記者の取材行為そのものはとうてい社会的に容認でき
るものではない。起訴事実はそうした一連のそそのかし行為の一つである
としてその違法性を認め一審の東京地方裁判所の無罪判決から一転して有
罪とし記者に懲役４月執行猶予１年の刑を言い渡した。判決を不服として
記者は上告した。
最高裁判所 昭和５３年５月３１日 第一小法廷決定
上告を棄却し記者の刑が確定した。
この事件の裁判は「国家秘密と取材行為」について最高裁判所の判断が
注目されたが新聞記者の有罪を決定づけた理由を以下の３つのポイントに
絞った。
ポイント１――漏洩した電文の秘密性について
引用資料――最高裁判所刑事判例集第３２巻第３号４５８頁４６１頁４６２頁
秘密とは―――国家公務員法１０９条１２号、１００条１項にいう秘密とは、非公
知の事実であって実質的にもそれを秘密として保護するに値するものをい
い、その判定は司法判断に服する。
外交交渉の概要が記載された電信文章が秘密事項にあたるとされた理由―
――東京地方裁判所の判決が認定したところによれば、女性事務官から新
聞記者に渡された外務省の第１０３４号電信文章には、昭和４６年５月２８日に愛
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知外務大臣とマイヤー駐日米国大使との間でなされた、いわゆる沖縄返還
協定に関する会議の概要が記載され、その内容は非公知の事実である。そ
して、条約や協定の締結を目的とする外交交渉の過程で行われる会談の具
体的内容については、当事国が公開しないという国際的外交慣行が存在
し、これが漏示されると相手国ばかりでなく第三国の不信を招き、当該外
交交渉のみならず、将来における外交交渉の効果的遂行が阻害される危険
性があるというべきであって第１０３４号電信文章の内容は、実質的にも秘密
として保護するに値するものと認められる。―――秘密には漏洩すること
によって実質的に国益が損なわれる、例えば国の安全保障上の防衛秘密
（最近の事例として海上自衛隊護衛艦のイージスシステム漏洩事件）など
防衛、外交等国策遂行上実質的に秘密を要するものとしての実質的秘密と
行政庁が秘密認定したという行為そのものをもって秘密とし外部への流出
を禁止した形式的秘密があるが最高裁判所の判断は漏洩した電文は実質的
にも秘密を要するものであるとしている。
ポイント２――取材の自由と国家秘密について
新聞記者の取材活動に国家公務員法第１１１条（秘密漏洩そそのかし罪）を適
用することが結果として取材の自由ひいては憲法２１条の表現の自由に抵触
しないか。
新聞記者が政府の秘密を公務員から取材する行為を犯罪として処罰してい
いのか。
国家公務員法第１１１条が規定する「そそのかし」についての考察――「そそ
のかす」とは「自分自身では出来ない事を相手をおだてやらせること」で
ある。これをこの事件にあてはめると女性に極秘の外交文章の電文をコ
ピーさせ持ち出させ新聞記者に渡したという一連の行為は記者自らが手を
下したものではないにしても秘密資料収集という目的に向かって合目的的
に行なわれた連鎖の行為で国家公務員法第１００条の守秘義務違反を自ら行
なったに等しい。一般的に男女間の親しい関係を逆手にとった実行行為へ
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の教唆の心理的な関与の度合いは通常の犯罪に比べて高い。この事件にお
いても秘密漏洩の実行行為者である女性事務官に犯罪行為を思い止まる精
神的なゆとりがないことは十分に察せられる。漏洩については女性事務官
が実行行為者であるが記者の意思が行為を実行させたのであるから記者の
取材とみることもできる。とするとそそのかしイコール実行行為イコール
国家公務員法守秘義務違反イコール取材という図式ができる。さらに詰め
て考えるならば国家公務員という身分の者でしか犯しえない国家公務員法
第１００条１項の守秘義務違反を記者自らが行なったする刑法第６５条「身分
なき共犯」が成立し「そそのかし」というよりも女性事務官との共同正犯
の可能性を否定できないのではないか。この種の問題に対し「身分なき共
犯」が成立するとすれば「国民の知る権利」ひいては「表現の自由」に対
しての大きな脅威である。女性事務官にも漏洩することの違法性の認識が
あった訳であるから記者は完全に女性事務官に道具としてロボットとして
利用した間接正犯とは異なる点を注意したい。
判示 報道機関の国政に関する取材行為と国家秘密について
引用 最高裁判所刑事判例集第３２巻第３号４６３頁
報道機関の国政に関する報道は、民主主義社会において、国民が国政に
関与するにつき、重要な判断の資料を提供し、いわゆる国民の知る権利に
奉仕するものであるから、報道の自由は、憲法２１条が保障する表現の自由
のうちでも特に重要なものであり、また、このような報道が正しい内容を
もつためには、報道のための取材の自由もまた、憲法２１条の精神に照ら
し、十分尊重に値するものといわなければならない。そして、報道機関の
国政に関する取材行為は、国家秘密の探知という点で公務員の守秘義務と
対立拮抗するものであり、時としては誘導・唆誘的性質を伴うものである
から、報道機関が取材の目的で公務員に対し秘密を漏示するようにそその
かしたからといって、そのことだけで、直ちに当該行為の違法性が推定さ
れるものと解するのは相当ではなく、報道機関が公務員に対し根気強く執
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拗に説得ないし要請を続けることは、それが真に報道の目的からでたもの
であり、その手段・方法が法秩序全体の精神に照らし相当なものとして社
会観念上是認されるものである限りは実質的に違法性を欠き正当な業務行
為というべきである。
この判示の前半部分は「昭和４３年の博多駅取材フィルム提出命令事件」
における最高裁判断を踏襲したものであるが、後で述べる「昭和２４年の取
材源の秘匿に伴う新聞記者の宣誓拒否事件」と比較すれば最高裁判所の取
材に対する評価の前進を読み取ることができる。後半部分は国家秘密に対
しての取材行為が通常の取材範囲内で行なわれるならば（次のポイント３
に掲載した取材行為の限界内であれば）記者が行なう国家秘密の国家公務
員への取材は問題はないとしたもので表現の自由（国民の知る権利）と国
家秘密の関係を記者サイド（取材する側）からみて表現の自由の優位性を
認めたものである。しかし国の現行法制全体からすれば秘密漏洩は取材し
た側は罰せられず漏らした側が罰せられるという二律背反の形をとってお
り結果として取材の自由と国家秘密の保持の均衡を保つ形をとっていると
考える。以上の点について国は２００６年再度次のようにコメントしている。
引用 静岡新聞２００６年２月１６日―――久間防衛大臣は「２００５年５月南シナ
海で起きた中国海軍の潜水艦事故で読売新聞が報じた記事につき防衛省の
一佐に機密漏洩の疑いがある」とされる事件で「共同で『秘密漏洩』を引
き出すということであれば問題だが、そうでない限りは『秘密漏洩』を
やった方を罰する仕組みだ」と外務省機密漏洩事件を念頭に置いたと思わ
れる発言をしている。
ポイント３――取材の適正さについて
取材行為の限界・事件において記者の女性事務官に対する取材行為が正当
な取材活動といえるか。
引用 最高裁判所刑事判例集第３２巻第３号４６３頁４６４頁
報道機関といえども、取材に関し他人の権利・自由を不当に侵害するこ
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とのできる特権を有するものでないことはいうまでもなく、取材の手段・
方法が贈賄、脅迫、強要等の一般の刑罰法令に触れる行為を伴う場合は勿
論、その手段・方法が一般の刑罰法令に触れないものであっても、取材対
象者の個人としての人格の尊厳を著しく蹂躙する等法秩序全体の精神に照
らし社会観念上是認することのできない態様のものである場合にも、正当
な取材活動の範囲を逸脱し違法性を帯びるものといわなければならない。
これを本件についてみると東京地方裁判所の判決及び記録によれば被告人
は当初から秘密文書を入手するための手段として利用する意図で女性事務
官と関係を持ち、同女が右関係のため被告人の依頼を拒み難い心理状態に
陥ったことに乗じて以後十数回にわたり秘密文章を持ち出させたが、――
中略――、取材対象者である女性事務官の個人としての人格の尊厳を著し
く蹂躙したものといわざるをえず、このような被告人の取材行為は、その
手段・方法において法秩序全体の精神に照らし社会観念上到底是認するこ
とのできない不相当なものであるから正当な取材活動の範囲を逸脱してい
るものというべきである。―――
メディアに従事する者は公共性の高い仕事に携わり、また社会に対して
法律違反のみならず倫理を問う立場であるということを考えれば社会的責
任として一般市民以上の分別ある行動が当然に求められるわけであるが取
材行為自体は前文で示されたように「根気強く執拗に」と決して奇麗ごと
の世界ではない。取材記者に「夜討ち朝駆け」という言葉がある。取材活
動の大変さを伝える言葉である。そうした記者の地道な日常活動によって
国民の知る権利が守られているということも合わせて認識したい。
■主題
（３）外務省機密漏洩事件における「取材源の秘匿」と「取材物の目的外使用」
以上が外務省機密漏洩事件に対する裁判所の判断であるが、さらに本文
の主題「取材源の秘匿」と「取材物の目的外使用」について話を進めたい。
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この事件では以下においてメディアとしての反省すべき点を指摘したい。
（ア）取材方法の違法性。女性外務事務官の人格を無視した取材。
（イ）取材源の秘匿（ニュースソース）が守られなかった点。
（ウ）取材物の目的外使用。取材が記事とならず国会での政府追求の道
具として使われた点。
（エ）プライバシー権の侵害。事件が取り上げられると今だ秘密を漏洩
した女性が実名で登場する場合がある点。
上記の（ア）～（エ）に関係する文章を以下に掲げた。
引用 最高裁判所刑事判例集第３２巻第３号４６３頁
―――東京地方裁判所判決が認定したところによると、被告人は外務省担
当記者であったが当時外務事務官であった女性と親密な関係を持った直後
「取材に困っている。助けると思って審議官のところに来る書類をみせて
くれ。君や外務省に絶対に迷惑をかけない。特に沖縄関係の秘密書類を頼
む。」という趣旨を依頼して懇願―――
逮捕された女性事務官のコメント
引用 朝日新聞昭和４７年４月１５日―――釈放された女性事務官に代わって
弁護士が女性のコメントを明らかにした。取材源の秘匿について「迷惑を
かけないから信じてくれと言われ取材に協力した。その約束を破られたの
は残念だ」。さらに渡した電文コピーの使用目的については「だれにも迷
惑をかけない。文章は私だけがもって参考にするだけだ。と言われたから
だ」と述べた。
引用 朝日新聞昭和４９年２月１日「天声人語」東京地方裁判所判決直後の紙面
――他の者はすべて免れ、ただ一人うなだれて有罪の判決を聞く女が哀れ
である。――
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引用 毎日新聞昭和４９年２月２日
――新聞記者の鉄則であるニュース源の秘匿ができず女性事務官に大変ご
迷惑をかけた―
事件から３６年後実名記事の疑問
最近事件が取り上げられ秘密を漏洩した女性が実名で登場した紙面に接
したことについて次のように考えたい。個人情報保護法が施行されて約３
年が経過するが個人情報に対する社会全体の反応は時として過敏と思える
ほど強い。個人情報を分析すると個人名や住所など基本的に秘密という情
報から絶対的に秘密であるべき情報として例えば個人の銀行口座、個人の
病歴とか挙げられるがその最たるものは「個人の犯罪歴」だろう。機密漏
洩事件から３６年近く経た現在でもこの女性の実名が登場するのはどうした
理由なのだろうか。国家公務員法守秘義務違反という犯罪において逮捕、
起訴、公判、判決といった段階での実名報道は「犯罪報道の公共性」に正
当性を求めることができるのであるが罪を償った後までもプライバシー権
の侵害とも言える「実名記事」がなぜ許されるのであろうか。「３６年という
時間の経過」は犯罪を犯した人間にとって実名から匿名に切り替えられる
べき「折り返し地点」をとっくに通過しているのではないだろうかと疑問
を感じる。時間の経過は自分の犯した犯罪を社会全体の関心事から個人の
プライバシーの世界での過去歴（古傷、触れて欲しくないもの）に追い
やってくれる。更正という見地ばかりでなく人権という見地からもこの実
名記事には疑問を抱かざるを得ない。メディアが標榜するものは社会正義
の実現と人権擁護ではなかったのだろうか。
■外務省機密漏洩事件総括
以上が「外務省機密漏洩事件」におけるメディア活動とそれに対する裁
判所の判断である。序論に掲げた「取材の自由」と「国家公務員の守秘義
務」との関係についての司法判断は従来の「博多駅取材フィルム提出命令
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事件」における最高裁判所の判断を踏襲したもので取材活動についてメ
ディアの主張に理解を示し以後取材について憲法上の地位を明確にしたも
のといえる。
引用 最高裁判所刑事判例集第２３巻第１１号１４９３頁――報道機関の報道は、
民主主義社会において、国民が国政に関与するにつき、重要な判断の資料
を提供し、国民の「知る権利」に奉仕するものである。したがって、思想
の表明の自由とならんで、事実の報道の自由は、表現の自由を規定した憲
法２１条の保障のもとにあることはいうまでもない。また、このような報道
機関の報道が正しい内容をもつためには、報道の自由とともに、報道のた
めの取材の自由も、憲法２１条の精神に照らし、十分尊重に値いするものと
いわなければならない―――
ただし「外務省機密漏洩事件」の判断においては取材の手段・方法が刑
罰法規に触れるものさらに社会観念上見過ごすことの出来ないものである
ならばそれは正当な取材活動の範囲を逸脱し取材は違法性を帯びるとし
た。コンプライアンス（法令遵守）が呼ばれる現在、取材の適正さを求め
る余り記者クラブにおける官制発表が報道の全てとなるような取材の委縮
は避けたい。これまで「市民とメディアの信頼関係」を切り口に話を進め
てきたが今回「外務省機密漏洩事件」におけるメディアが取材にあたって
の基本原則とする「取材源の秘匿」と「取材物の目的外使用の禁止」につ
いて情報提供者である外務省事務官からメディアに向けられた一言は厳し
いものがあった。しかし一方で新聞記者側の上告趣意書にも目を留める必
要が有りはしないだろうか。―――公務の秘密の取材は、公務員に対して
漏示を働きかける以外には通常ありえないから、これを刑事罰の威迫の下
に禁止されたならば、新聞は公務の秘密を――たとえそれがどのような公
共的関心事であろうとも――独自に取材し報道しえない。すべてそれは政
府による公式の発表か、或いはせいぜい政府高官が意識的に行なうリ－ク
に頼る他はない。―――この文章は新聞の公共性の高さと国家秘密へのア
プローチの合法性を説いたものである。その新聞記者と表裏一対となる取
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材を受けた側、取材協力者は秘密漏洩罪即ち刑事罰にさらされる危険と隣
り合わせにあることを女性事務官は我々に訴えているのではないだろう
か。
外務省機密漏洩事件２つ目の課題「取材物の目的外使用」についてメ
ディアがなぜ反対するのか「博多駅取材フィルム提出命令事件＊事件内容
は後述参照」において提出命令に反対したアール・ケー・ビー毎日放送等
の抗告理由を以下に揚げ参考としたい。
引用 最高裁判所刑事判例集第２３巻１１号１４９２頁１４９３頁―――これまで報道
機関に広く取材の自由が確保されて来たのは、報道機関が、取材にあた
り、常に報道のみを目的とし、取材した結果を報道以外の目的に供さない
という信念と実績があり、国民の側にもこれに対する信頼があったからで
ある。然るに、本件のように、取材フィルムを刑事裁判の証拠に使う目的
をもってする提出命令が適法とされ、報道機関がこれに応ずる義務がある
とするならば、国民の報道機関に対する信頼は失われてその協力は得られ
ず、その結果、真実を報道する自由は妨げられ、ひいては、国民がその主
権を行使するに際しての判断資料は不十分なものとなり、表現の自由と表
裏一体をなす国民の「知る権利」に不当な影響をもたらさずにはいないで
あろう。―――
以上「取材源の秘匿」と「取材物の目的外使用の禁止」という二つの点
から「市民とメディアとの信頼関係」に大きな亀裂を生じさせたこの事件
はメディアとして大いに自戒し反省すべきであったといえるのではないだ
ろうか。この「外務省機密漏洩事件」はこれから紹介する「取材源の秘匿
に伴う新聞記者の宣誓証言拒否事件」と異なり「国家秘密と取材」という
大命題の影に実はメディアにとってその信頼性を喪失しかねないとしいう
非常に大きな問題を含んでいることを再認識したい。
＊参考 博多駅取材フィルム提出命令・紀要第３１号「日本のジャーナリズ
ムが抱える課題」より再掲―――昭和４３年、アメリカの「原子力空母エ
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ンタープライズ号」の佐世保寄港に反対する学生デモ隊と警官隊が国鉄
博多駅周辺で衝突した。衝突時に警官隊がデモ隊に対し暴行を加えたと
して社会党（現・社民党）などが警官隊を福岡地方検察庁に告発した。
しかし不起訴になったため告発人である社会党は事件を審判に付するよ
う「付審判の手続き」を福岡地方裁判所に請求した。社会党の請求に対
して審理が行われ、その中で「警官隊による暴行の事実」が実際にあっ
たのか判断するため、福岡地方裁判所は NHK福岡放送局を含め民間テ
レビ局４局の放送済み「ニュースフィルムを証拠として裁判所に提出す
るよう」求めこれに反対するテレビ局と争った。最終的に最高裁判所は
テレビ局側の「提出命令は憲法２１条『表現の自由』を侵害するもの」と
の主張に対して「取材の自由は最大限尊重されるべきものではあるが裁
判という公正な司法実現のためには表現の自由といえども制約を受け
る」との判断を下した。―――
２、取材源の秘匿に伴う新聞記者の宣誓証言拒否事件
■序論
昭和２４年に長野市で起きた「新聞記者証言拒否事件」は全国紙 Aの長野
県版が報じた収賄事件の記事内容が逮捕状執行の前に記者に漏洩されたも
のであるとの疑いが濃厚となり、疑惑が裁判所と検察庁の関係者に向けら
れたという事件が発端である。執行前の逮捕状の内容については裁判所と
検察庁の職員に「守秘義務」が発生するがそれに違反した職員を特定する
ために記者が検察官の請求によって秘密漏洩事件の証人として裁判所に召
喚され容疑者についての証言を求められた。しかし記者は「取材源」を明
らかにすることは「報道の自由を奪う」ことになるとして「証人としての
宣誓」と「証言」を拒否して「宣誓証言拒否罪」で起訴された。ここでは
最高裁判所の「取材」に対する判断を前述の「外務省秘密漏洩事件」と比
較対照してみたいが双方の判示にはっきりとした見解の相違を見ることが
できる。「新聞記者証言拒否事件」においては「報道の自由」について憲法
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が保障する内容は『公の福祉に反しない限り、言いたいことは言わせなけ
ればならないということである』また「取材の自由」については『未だ言
いたい事の内容も定まらず、これからその内容を作り出すための取材に関
しその取材源について、公の福祉のため最も重大な司法権の公正な発動に
つき必要欠くべからざる証言の義務をも犠牲にして、証言拒絶の権利まで
も保障したものとは到底解することができない。』と結果として「取材の自
由」に不可欠な「取材源の秘匿」と認めていない。その後の「外務省機密
漏洩事件」における「取材」の地位「憲法上十分に尊重するに値する」と
違いは明白である。この憲法判断の変更を理解したい。通常「取材源の秘
匿」の問題はここで挙げた「誰がニュースソースかメディアが明らかにせ
ず司法からその開示を求められ記者がそれを拒絶し証言拒否事件に発展す
る」という形が一般的なものとなっている。記者自体に取材源の秘匿を認
める法律はない。メディアは憲法２１条『表現の自由』から演繹されるもの
として「取材源の秘匿」すなわち「証言拒否権」を主張する論理展開となっ
ている。
■本論
（１）事件の概要
引用 最高裁判所刑事判例集第６巻第８号９８１頁
―――昭和２４年４月２４日松本市警察署（注・当時は自治体警察）司法警察
員が松本簡易裁判所裁判官に対し松本税務署員に対する収賄等被疑事件に
ついて逮捕状を請求し、翌２５日午前１０時頃逮捕状の交付を受けたが、同じ
日の午後３時頃全国紙A松本支局の記者被告人が松本市警察署捜査課長に
対し「松本税務署員に対する逮捕状が交付になったこと」を告げて、「事件
がどのように進展したか」を聞きに来た。捜査課長は「知らない」と答え
たが逮捕状交付の事実が外部に漏れた気配があったので予定を変更して同
日午後九時逮捕状を執行した。ところが翌２６日附全国紙 Aの長野版にこの
事件について逮捕状請求の事実と逮捕状記載の被疑事実が掲載され、その
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文面の順序等が逮捕状記載と類似していた。逮捕状の請求、交付の事実が
執行前に外部に漏洩することはその執行に困難をきたし、ひいては捜査に
重大な障害を与えるものであるから、逮捕状の請求、作成、発布の事務に
関与する国家公務員である職員は、明らかに国家公務員法第１００条のいわ
ゆる職員の職務上知り得た秘密を守秘する法律上の責任があるといわなけ
ればならない。以上の事実とその他の証拠を総合し、捜査機関は松本簡易
裁判所及び同区検察庁の職員中の誰かが職務上知り得た秘密を第三者に漏
洩した国家公務員法違反罪の疑いが生じたものとして捜査を開始した。逮
捕状の情報を得た記者は裁判所に召喚され「記事の出所」を尋ねられたが
証言を拒絶し刑事訴訟法１６１条「宣誓証言拒否罪」に問われた。
（２）裁判
一審 長野簡易裁判所判決 昭和２４年１０月５日
現行法上は記者に証言拒絶権は与えられていないとして罰金３０００円の有
罪判決が言い渡された。記者は判決を不服として控訴した。
二審 東京高等裁判所判決 昭和２５年７月１９日
証言義務の必要性は取材源秘匿の報道倫理より優位性がある。として控
訴を棄却した。
記者は判決を不服として上告した。
最高裁判所 昭和２７年８月６日 大法廷判決
上告棄却
新聞記者の上告を棄却したポイントを以下に掲げ記者に証言拒絶権が認
められているのか、刑事訴訟法と憲法の二つの観点から最高裁判所の判断
を見てみたい。
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ポイント１――刑事訴訟法は記者に証言拒絶権を与えているか。
① 新聞記者の取材源についての証言と刑事訴訟法上の証言拒絶権
引用 最高裁判所刑事判例集第６巻第８号９７６頁９７７頁
刑事訴訟法１４３条は「裁判所はこの法律に特別の定めある場合を除いて
は何人でも証人としてこれを尋問することができる。」と規定し、一般国
民に証言義務を課しているのである。証人として法廷に出頭し証言するこ
とはその証人個人に対しては多大の犠牲を強いるものである。個人的な道
義観念からいえば秘密にしておきたいと思うことでも証言しなければなら
ない場合もあり、またその結果、他人から敵意、不信、怨念を買う場合も
ある。そして、証言を必要とする具体的事件は訴訟当事者の問題であるに
もかかわらず、証人にかかる犠牲を強いる根拠は実験的真実の発見によっ
て法の適正な実現を期することが司法裁判の使命であり、証人の証言を強
制することがその使命の達成に不可欠なものであるからである。従って、
一般国民の証言義務は国民が司法裁判の適正な行使に協力すべき重大な義
務であるといわなければならない。ところで法律は一般国民の証言義務を
原則としているが、その証言義務が免除される場合を例外的に認めている
のである。一般国民の証言義務は国民の重大な義務である点に鑑み、証言
拒絶権を認められる場合は極めて例外に属するのであり、また制限的であ
る。従って、刑事訴訟法第１４９条に挙げた職業は限定的列挙であって、これ
を他の場合に類推適用すべきものでないことは勿論である。わが現行刑事
訴訟法は新聞記者を証言拒絶権あるものとして列挙していないのであるか
ら、刑事訴訟法１４９条に列挙する医師等と比較して新聞記者に証言拒否権
を類推適用することのできないことはいうまでもないところである。
刑事訴訟法第１４９条・証言拒絶権―――医師、歯科医師、助産婦、弁護
士、弁理士、公証人、宗教の職に在る者又はこれらの職に在った者は、業
務上委託を受けたため知り得た事実で他人の秘密に関するものについて
は、証言を拒むことができる。
― ２６２ ―
ポイント２――憲法第２１条は新聞記者に対し、その取材源に関する証言を
拒絶し得る特別の権利を保障しているか。
② 憲法第２１条と新聞記者の取材源に関する証言拒絶権
引用 最高裁判所刑事判例集第６巻第８号９７８頁９７９頁
――中略――憲法の規定は一般人に対し平等に表現の自由を保障したもの
であって、新聞記者に特権の保障を与えたものではない。憲法の規定の保
障は、公の福祉に反しない限り、言いたいことは言わせなければならない
ということである。未だ言いたいことの内容も定まらず、これからその内
容を作り出すための取材に関しその取材源について、公の福祉のため最も
重大な司法権の公正な発動につき必要欠くべからざる証言の義務をも犠牲
にして、証言拒絶の権利までも保障したものとは到底解することができな
い。
ポイント２についての考察
平成１９年に番組捏造が発覚してメディアの信用が失墜した。番組内容は
情報番組で報道番組ではなかったが市民に伝える情報の真実性が要求され
ることは言うまでもない。ではなぜこうした捏造が起きてしまったのか。
その原因は「初めに報道内容の構成を作ってはいけない」という報道、情
報番組に携わる人間にとってはごく当たり前のことがなおざりにされてし
まったところにある。これについて②の憲法第２１条と新聞記者の取材源に
関する証言拒絶権における最高裁判所の「未だいいたいことの内容も定ま
らず、これからその内容を作り出すための取材に関しその取材源について
‐‐‐」とした判断と共通点を見い出すことができる。当時の最高裁判所の判
断は取材に関する認識に以下の点において今一歩の踏み込みが必要であっ
たのではないだろうか。取材は「最初に意図ありきの構図」ではない。報
道記事、ニュース画面に報道されるものは「取材過程の必然的結果」で
あって内容を作り出すことが「取材」ではないことを理解したい。
― ２６３ ―
■新聞記者宣誓証言拒否事件総括
取材活動はメディアの独占的活動ではない。今回のテーマである「取材
源の秘匿」について平成１８年国会審議の「電子メール事件」が記憶に残
る。野党議員が与党幹事長に対して「電子メール」を基に追及したが虚位
メールと判明し貴重な国会の会期を無為に費やした。取材源の信用性につ
いて議員の脇の甘さを露呈した事件であった。ところで報道現場を見回す
と「取材予定表」「取材メモ」などいろいろなところで「取材」という言葉
を目にすることができる。事件事故があればまず状況を被害をさらに原因
をメモに執りカメラに収め、社会的病巣を抉り出すという時系列的作業が
「報道」に先立った「取材」であり「報道」の最前線にあるものだ。「取材」
とは「事実の発見」であり「真実の追究」であり「真実の確認作業」であ
る。そうした経緯を踏んだ多くの取材資料がジャーナリズムとしての「客
観性」「中立性」というフィルターに掛けられ「ニュース価値」というメ
ディアの最終判断を経て市民に向け情報発信される。その段階が「報道」
である。こうして発信される情報が市民それぞれの意思活動となるのであ
る。
締めくくりとして取材源秘匿に対するメディアの倫理について弁護人の
上告趣旨を掲げ民主主義の国家の存立に「取材源の秘匿」がいかに大切な
ものか参考としたい。
引用 最高裁判所刑事判例集第６巻第８号９８３頁
弁護人の上告趣旨―――民主政治の下にあって新聞は民衆に判断の基礎
となる材料を提供するものとして社会の公器たる使命を担うものであるこ
と、新聞がその重要使命の一つである迅速な報道と任務を遂行する上にお
いて広く取材源を求める必要があり、取材源を確保するためには取材源を
秘匿する必要の生じてくること、更に之を秘匿することが新聞界の倫理と
して存在していることも亦十分之を首肯し得るところである。もって新聞
の性格、使命並びに新聞記者がその取材源を秘匿することが新聞界の倫理
として存在することについての弁護人の主張を認め、更に又取材源を秘匿
― ２６４ ―
することが公益事項たる性質を有するものであることについても下記の通
り説明している。新聞記者にかかる秘密の保持を許さざるにおいては、取
材の自由ひいては憲法によって保障せられた表現の自由を阻害するもので
あるとし結局取材源の絶対的秘匿は新聞そのものの表現の自由を護り社会
の公器としての業務遂行上必要欠くべからざるものと立論しているので
ある。
まとめ
以上「外務省機密漏洩事件」と「新聞記者の宣誓証言拒否事件」を題材
に各々の事件の発生から裁判までの流れを追ってきたがまとめとしてプロ
ローグに掲げた「メディアが取材源の秘匿」にこだわる理由について考え
てみたい。考えるにあたっては「言論」がいかに外圧に弱いかを視点に置
きたい。国民の精神活動である言論の自由は国民誰もが誰からも邪魔され
る事無く自分の意見を述べることが出来ることである。とくに純粋な言論
活動は例えば同じ憲法２１条が認める「集会の自由」の中のデモ行進と比較
してみればそれがいかに社会に対し静謐なのか理解できる。デモが都道府
県の定める公安条例によって事前に「許可」または「届け出」が必要とさ
れるのはデモ行進という行為が「公共の安寧、交通秩序の維持」という「公
共の福祉」に動的にまた直接的に影響を与える可能性を秘めているから
だ。デモ自体はデモ参加者の意思表示の表れであるから最大限尊重され規
制は最小限にとどめなければならないのは当然のことである。翻って言論
活動は静謐であるから基本的に事前の規制はないことが原則である。規制
という網羅的に言論活動にボーダーラインを引く事は検閲と変わらず表現
の自由に対しての脅威である。さらに取材源の開示は取材を受ける者に委
縮を与え結果として検閲に等しい。言論の行き過ぎについては個々それぞ
れに対して事後制裁で在るべきと考える。言論は数多くの情報から自己と
いう精神を媒体として形づくられるものでそこに人間としての尊厳が生ま
れる。パスカルは「人間は考える葦である」と語ったが葦のような存在と
― ２６５ ―
しての個々が思考しそれが外部に表明されるところがまさしく人間として
の尊厳なのである。この「考える葦」には満遍なくふんだんに情報という
栄養が報道を通して与えられることが必要なのである。報道は取材の結果
である。報道と取材の不可分性はここにある。というよりはむしろ十分な
取材の中に報道すべきものが存在するとした方が良いのだろう。取材した
ものの中から何が本当の国益なのか何が国民のためになるのかという視点
に立てば市民に向け送られる多数の社会事象は民主国家の存立に欠くこと
が出来ないものである。「取材源の秘匿」をメディアにおいて何よりも最
高の規範とこだわる理由は取材源が開示されることによってこの葦の葉に
栄養を送るパイプすなわち取材協力者の応援を断ち切ることになるからで
ある。更に民主国家の存立には第四の権力としてのメディアの国政監視機
能がどうしても必要なのだということがメディアが繰り返し主張する「何
にもまして民主国家存立のために取材源の秘匿は必要」とする理由ではな
いだろうか。ただメディア側にとっても「取材源の秘匿」を基本的既得権
と考えず常に対立する価値観と対立拮抗を繰り返していくことが市民との
信頼関係を醸成するといった意味でも必要ではないだろうか。
― ２６６ ―
